予算要求資料
平成26年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：青少年対策費
	事業名　地域子育て力向上広域連携促進事業費補助金　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

環境生活部人づくり文化課大学連携・生涯学習係　電話番号：058-272-1111（内2457）
　　　　                             E-mail：c11151@pref.gifu.lg.jp 
	（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

環境生活部 私学振興・青少年課 青少年係
電話番号：058-272-1111（内2427）

E-mail：c11151@pref.gifu.lg.jp


１　事業費　　   1,000千円（前年度予算額：1,000千円）
＜財源内訳＞
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	要求額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	決定額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
      地域における子どもたちの活動を支え、地域住民から高い評価を得ている個人及び団体で構成する「ぎふ親子ほのぼの推進ネットワーク」に対し、市町村の区域を越えて広域的に実施する子育て支援事業の経費を補助することにより、子育て力・教育力の向上に向けた生涯学習活動を推進する。

自己資金を持たず、ボランティアにより各地域で活動を実施している団体であり、事業継続にあたっては事業運営費用の支援が必要な状況であり、資金面での手当てを実施することで、組織として広域的な事業展開と、より多様かつ強固なサポート体制を構築することが可能となることから補助金を創設して同団体の活性化を支援し、子どもに関わる分野で実践活動ができる人材の資質向上・連携強化や地域での実践活動の普及等を図るものである。
（２）事業内容
　　　市町村の区域をまたいで広域的に子育てや子どもたちの活動支援を実践するために開催する県内の各地域での交流会及び研修会の開催、新たな人材発掘のための活動及び情報共有や情報発信を実施する環境整備に係る事業。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　地域の子育て力・教育力の向上を目指し、全県的にネットワークの強化を図るものであり、県が支援する必要がある。

また、団体として他に収入がないため予算の範囲内で対象経費を全額補助する。
（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	1,000
	ぎふ親子ほのぼの推進ネットワークが実施する地域子育て力向上広域連携促進事業費について、1,000千円を上限として補助
（事業）

・総会（１回）及び役員会（３回）実施費
・地域交流会及び子育て家庭支援イベント実施費
・人材発掘連携事業実施費
・ホームページ改修等の広報活動実施費

	合計
	1,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担
　　　自主的運営が可能となるまで継続して負担
（２）事業主体及びその妥当性
　　　子どもに関わる分野で実践活動をしている個人・団体に感謝状を贈呈する「岐阜県地域子ども支援賞」の被贈呈者の有志で組織される「ぎふ親子ほのぼの推進ネットワーク」を事業主体とする。県内全域を対象として子育て力・教育力の向上に取り組んでいる団体は他になく、子どもに関わる分野での県内の生涯学習活動実践の普及にあたって事業主体として相応しい。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　地域における子育て力・教育力の向上に向け、県内各地で子育て支援活動を行う人材の育成と連携強化を図るとともに、地域における子育て支援活動を活発化することにより、「地域づくり型生涯学習」（身近な地域課題の解決に向けた生涯学習）を通じた実践活動の普及推進を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	イベント等
開催回数
	－
（H24）
	－
（H23）
	－

（H24）
	3

（H25）
	5

（H26）
	％
60.0

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）総会（１回）、役員会（３回）

（２）地域交流会及び子育て家庭支援イベント

（３）人材発掘連携事業

（４）ホームページ改修等の広報活動


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　各圏域の中で、さらに市町村ごとに、核となる人材発掘を進めるとともに、これらの人材の交流を兼ねた各イベント・交流会が企画されており、一層の広域的連携の促進・強化が見込まれる。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	少子化、家庭環境や生活様式の変化、地域コミュニティの機能低下という社会情勢の中、次世代を担う子ども達の健やかな成長を促すにあたり、地域全体で子どもを見守り育てる環境整備が課題となっている。そこで、身近な地域課題の解決に取り組む「地域づくり型生涯学習」の実践により、地域に根付いた子育て支援活動を普及推進する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	各圏域で核となる人物が中心となって地域に根差した活動と地域間の連携を促進するための交流会等企画しており、実行に向けて取り組まれている。また総会の開催を予定しており、新たな人材発掘及び新規会員の獲得を見込んでいる。

これらのことから、効果を得るための活動が着実に進められているところである。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	役員が活動の中心を担うのではなく、各圏域で核となる人物がそれぞれ活動を企画・運営していることから、迅速かつより地域住民のニーズに沿った事業実施が可能な体制が整いつつあり、事業の効率性が図られているところである


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県全体として少子化、家庭環境や生活様式の変化、地域コミュニティの機能低下が憂慮される中、地域における子育て環境の改善が課題となっている。そこで、子育て支援分野における県内の人的資源及びネットワークを活用し、人材育成・連携強化に取り組むとともに、生涯学習の推進を通じ、地域における子育て支援活動を促進する必要がある。

地域の子育て環境の質を維持するためには、地域住民への支援と強固なネットワークを維持する必要があり、核となる人材が不在の地域についての人材発掘及び広域的な連携体制の確立が本事業の今後の課題である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

本事業の実施を通じた地域における子育て支援活動による「地域づくり型生涯学習」の推進により、子育て支援分野における地域の人的資源を活用した地域に根ざした交流の機会を継続的に創出するとともに、学校や市町村を含めた多様な主体による広域的なネットワーク構築へと発展させる。


